
不法投棄未然防止事業協力　個別協力案件

世帯数： 人口数：

※１：世帯数及び人口は、平成17年国勢調査
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平成22年1月31日 平成22年1月31日実施期間 ～平成21年11月1日

合計
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された特
定家庭用
機器廃棄
物の回
収・輸送
方法

夜間不法投棄監視パトロール、夜間警報装置
の設置

エアコン テレビ 冷蔵庫・冷凍庫 洗濯機

職員が回収し、市内の一時保管場所に運搬する。
一時保管場所から指定引取場所までの運搬は、第
三者に委託して行う。
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都道府県名：神奈川県 市町村等名：横浜市

対象地域：横浜市全域 1,443,350世帯 3,579,628人
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